
備 考

同上

同上

演習 実験・実習 計

科目 科目 科目 科目

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

大学院工学研究科

　電気電子工学専攻〔定員増〕（15）（令和3年5月届出予定）

　材料化学専攻〔定員増〕　　（10）（令和3年5月届出予定）

　経営情報科学専攻〔定員増〕（25）（令和3年5月届出予定）

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義

単位

大学院経営情報科学研究科

計 ― ― ― ―

　　年　月
第　年次

工学部
[Faculty of
 Engineering]

　情報科学科
　[Department of
   Information
   Science]

200
（190）

－ 800
（760）

学士
（情報科学）
【Bachelor of
Information
Science】

同上

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人

愛知県豊田市八草町
八千草1247

令和4年4月
第1年次

同上

フ リ ガ ナ アイチコウギョウダイガク

大 学 の 名 称 愛知工業大学（Aichi Institute of Technology）

大 学 本 部 の 位 置 愛知県豊田市八草町八千草1247

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ガッコウホウジン　ナゴヤデンキガクエン

設 置 者 学校法人　名古屋電気学園

大 学 の 目 的

本学は、教育基本法及び学校教育法の定めるところにしたがい、学術の理論と応用
を教授研究し、知的道徳的に円満な教養を有する高級技術者を育成することを目的
とし、あわせて、人類の福祉に貢献するとともに地方産業の技術的発展に寄与する
ことを使命とする。

新 設 学 部 等 の 目 的
近年の入学志願者数の増加及び求人企業者数の増加からみられる社会からの人材要
請に応えるため、工学部応用化学科、土木工学科、情報科学部情報科学科の収容定
員の変更を行う。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

　応用化学科
　[Department of
　 Applied Chemistry]

　土木工学科
　[Department of
   Civil Engineering]

情報科学部
[Faculty of
 Information Science]

130
（135）

115
（120）

－

－

520
（540）

460
（480）

学士
（工学）
【Bachelor
of
Engineering
】

学士
（工学）
【Bachelor
of
Engineering
】

4

4

4

　機械工学専攻〔定員増〕　　（15）（令和3年5月届出予定）

博士前期課程

博士前期課程

基本計画書-1



2 2 - 19 -

34

（11） （5） （1）

新

設

分

経営学部　経営学科
15

25

（17） （6） （1） （-） （24） （） （25）

（13）

工学部　土木工学科
11

21

（15） （2） （2）

5 1 -

（11） （13）

計
91 126 217

（90） （126） （216）

そ の 他 の 職 員
1 31 32

（1） （31） （32）

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員
84　　　人 66　　　人 150     人

（84）

図 書 館 専 門 職 員
3 18 22

（4） （18） （21）

（66） （150）

技 術 職 員
2 11 13

（2）

- 229

（117） （42） （10） （-） （169） （-） （229）
合　　　　計

117 42 10 - 169

（26） （8） （-） （118）

既

設

分

工学部　電気学科

- -

基礎教育センター
19 8 3 - 30

工学部　機械学科
17 6 1

（-） （195）

（-）

計
84 26 8 - 118 - 195

（84）

総合技術研究所
- 1 - -

（1） （-） （-） （-） （1） （-）

1

（21） （5） （1） （-） （27） （-） （17）

21 5 1 -

計
33 16 2 - 51 - 34

（33） （16） （2） （-） （51） （-） （34）

助手

（8） （5） （1） （-） （14） （-）
工学部　土木工学科

8 5 1 - 14 -

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教 計

工学部　応用化学科
11 5 1 - 17 - 13

（11） （5） （1） （-） （17） （-）

20

（14） （6） （-） （-） （20） （-） （6）

（8） （3） （-） （30） （-） （98）

- - - 6

27 - 17

17

（-） （17） （） （34）

（-） （19） （-） （21）

- 24

15

（15）

情報科学部　情報科学科
14 6

- 98

（19）

基本計画書-2



(借地）

自由ヶ丘キャンパス本館
4,681㎡

H29年11月29日～50年間

自由ヶ丘キャンパス別館
1,158㎡

H19年9月26日～50年間

第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等

第６年次第４年次 第５年次

体育館
面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

㎡

363

―　千円

1,380千円 1,150千円 1,170千円 1,190千円 ―　千円 ―　千円

図書費には電子
ジャーナル・
データベースの
整備費（運用コ
スト含む）を含
む。

1,590千円 1,370千円 1,400千円 1,430千円 ―　千円 ―　千円

工学部

経営学部

情報科学部

学生１人当り
納付金

1,590千円 1,370千円 1,400千円 1,430千円 ―　千円

倍

1.05

135

既
設
大
学
等

大 学 の 名 称 愛知工業大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人

工学部

　機械学科 4 250 ―

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

第２年次 第３年次

71,400

第１年次

第３年次

学生納付金以外の維持方法の概要 手数料収入、寄附金、補助金収入、資産運用収入、雑収入等

363 363 363 ― ―

71,240 71,240 71,240 71,240 ― ―

71,400 71,400 71,400 71,400 ― ―

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

㎡

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

標本
〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点 点図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料機械・器具

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

計

室

（補助職員　人） （補助職員　人）

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室　　　数

室

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

室 室 室
室

合 計 677,001 ㎡  0 ㎡  0 ㎡ 677,001 ㎡

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

 0 ㎡ 373,094 ㎡

105,052 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 105,052 ㎡

（　　105,052 ㎡）（　　　　　0 ㎡）（　　　　　0 ㎡）（　　105,052 ㎡）

105,052 ㎡

運 動 場 用 地 198,855 ㎡  0 ㎡  0 ㎡ 198,855 ㎡

校

地

等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校 舎 敷 地 105,052 ㎡  0 ㎡  0 ㎡

小 計  303,907 ㎡  0 ㎡  0 ㎡  303,907 ㎡

そ の 他 373,094 ㎡  0 ㎡

　電気学科 4 270 ― 1080
学士

（工学）
1.04 平成16年度

　応用化学科 4

　土木工学科 4 120 ― 470
学士

（工学）
1.09

― 530
学士

（工学）
1.04

　建築学科 4 220 ― 880
学士

（工学）
1.08 平成21年度

経営学部
　経営学科

4 130 ― 520
学士

（経営学）
1.14 平成21年度

情報科学部
　情報科学科

4 190 ― 780
学士

（情報科学）
1.10 平成21年度

工学研究科
博士前期課程

愛知県豊田市
八草町八千草1247

　同上

　同上

　同上

　同上

同上及び
愛知県名古屋市千種区自
由ヶ丘二丁目49番地2

愛知県豊田市
八草町八千草1247

287,400 287,400 287,400 287,400 287,400 ― ―

1000
学士

（工学）
1.02 平成16年度

平成16年度

昭和35年度
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６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

附属施設の概要

（注）

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

3 3 9 0.66

　同上

　材料化学専攻 2 10 ― 20
修士

（工学）

　電気電子工学専攻 2 15 ― 30
修士

（工学）
1.86 平成4年度

　建設システム工学専攻 2 10 ― 20

等
の
状
況

愛知県豊田市
八草町八千草1247

工学研究科
博士後期課程

30 修士
（経営情報科学）

2.36 平成17年度

　生産・建設工学専攻 3 3 ― 9
博士

（工学）
0.33 平成4年度

　電気・材料工学専攻 3

― 博士
（経営情報科学）

平成17年度

―

3 ― 9
博士

（工学）
0.44 平成4年度

　機械工学専攻 2 15 ― 30
修士

（工学）
2.06 平成4年度

経営情報科学研究科
博士前期課程

　経営情報科学専攻 2 15

0.85 平成4年度

同上及び
愛知県名古屋市千種区自
由ヶ丘二丁目49番地2

　同上

名称・目的・設置年月・規模　（所在地は全て共通：愛知県豊田市八草町八千草1247）

耐震実験センター・附属研究施設（耐震や構造工学の研究等）・平成11年3月・建物1,178㎡
地域防災研究センター・附属研究施設（地震情報による防災研究等）・平成17年3月・建物480㎡
エコ電力研究センター・附属研究施設（電力供給ｼｽﾃﾑの研究等）・平成19年2月・建物292㎡
総合技術研究所・附属研究施設（産学官連携した様々な研究等）・平成4年11月・建物1,260㎡
計算センター・附属教育施設（情報教育等）・昭和52年11月・建物2,801㎡
情報教育センター・附属教育施設（情報教育）・平成9年9月・建物2,678㎡
附属図書館・図書館（図書や各種ﾒﾃﾞｨｱの貸出し等）・昭和49年7月・建物3,798㎡
鉀徳館・体育館（健康科学の研究や体育授業等）・昭和52年1月・建物7,255㎡

　同上

　同上

経営情報科学研究科
博士後期課程

　経営情報科学専攻

　同上

2.45 平成4年度 　同上

修士
（工学）
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令和３年度 入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和4年度 入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

愛知工業大学 愛知工業大学
　工学部 　工学部
　　電気学科 270 ― 1080 　　電気学科 270 ― 1080
　　応用化学科 135 ― 540 　　応用化学科 130 ― 520 定員変更（△5）
　　機械学科 250 ― 1000 　　機械学科 250 ― 1000
　　土木工学科 120 ― 480 　　土木工学科 115 ― 460 定員変更（△5）
　　建築学科 220 880 　　建築学科 220 880
　経営学部 　経営学部
　　経営学科 130 ― 520 　　経営学科 130 ― 520
　情報科学部 　情報科学部
　　情報科学科 190 ― 760 　　情報科学科 200 ― 800 定員変更（10）

計 1315 ― 5260 計 1315 ― 5260

愛知工業大学大学院 愛知工業大学大学院
　工学研究科 　工学研究科
　　電気電子工学専攻（M) 15 ― 30 　　電気電子工学専攻（M) 30 ― 60 定員変更（15）
　　材料化学専攻（M) 10 ― 20 　　材料化学専攻（M) 20 ― 40 定員変更（10）
　　機械工学専攻（M) 15 ― 30 　　機械工学専攻（M) 30 ― 60 定員変更（15）
　　建設システム工学専攻（M) 10 ― 20 　　建設システム工学専攻（M) 10 ― 20
　　電気・材料工学専攻（D) 3 ― 9 　　電気・材料工学専攻（D) 3 ― 9
　　生産・建設工学専攻（D) 3 ― 9 　　生産・建設工学専攻（D) 3 ― 9
　経営情報科学科 　経営情報科学科
　　経営情報科学専攻（M） 15 ― 30 　　経営情報科学専攻（M） 40 ― 80 定員変更（25）
　　経営情報科学専攻（D） 3 ― 9 　　経営情報科学専攻（D） 3 ― 9

計 74 ― 157 計 139 ― 287

愛知工業大学情報電子専門学校 愛知工業大学情報電子専門学校
　高度情報処理学科 50 ― 100 　高度情報処理学科 50 ― 100
　メカトロニクス学科 50 ― 100 　メカトロニクス学科 50 ― 100

計 100 ― 200 計 100 ― 200

学校法人名古屋電気学園　設置認可等に関わる組織の移行表
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校地校舎の図面 

●空撮 愛知工業大学八草キャンパス

愛知県白地図 

八草キャンパス 

愛知県豊田市 

八草町八千草１２４７ 

図面-1



① 都道府県内における位置関係の図面

愛
知
工
業
大
学
八
草
キ
ャ
ン
パ
ス
 

図面-2



② 最寄り駅からの距離や交通機関がわかる図面

図面-3

八草キャンパス、自由ヶ丘キャンパス間の無料シャトルバス有　移動時間60分

800m





学則-1



学則-2



学則-3



学則-4



学則-5



学則-6



学則-7



学則-8



学則-9



学則-10



学則-11



学則-12



学則-13



学則-14



学則-15



学則-16



学則-17



学則-18



学則-19



学則-20



学則-21



学則-22



学則-23



学則-24



学則-25



学則-26



学則-27



学則-28



学則-29



学則-30



学則-31



学則-32



学則-33



愛知工業大学学則の一部改正について

１ 改正理由

収容定員変更を一部変更するため

２ 改正事項

  第 18条の入学定員及び収容定員の一部を改める

３ 新旧対照表

  別紙のとおり

４ 施行年月日

  この規則は、令和 4年 4月 1日から施行し、令和 4年度入学者から適用する。

学則-34



愛知工業大学学則・新旧対照表

新 旧

（収容定員） 

第 18 条 収容定員は、次のとおりとする。 

工学部 

 電気学科 

 応用化学科 

 機械学科 

 土木工学科 

 建築学科 

   計 

入学定員 

270 名 

130 名 

250 名 

115 名 

220 名 

985 名 

収容定員 

1080 名 

520 名 

1000 名 

460 名 

880 名 

3940 名 

経営学部 

 経営学科 

   計 

入学定員 

130 名 

130 名 

収容定員 

520 名 

520 名 

情報科学部 

 情報科学科 

   計 

入学定員 

200 名 

200 名 

収容定員 

800 名 

800 名 

（収容定員） 

第 18 条 収容定員は、次のとおりとする。 

工学部 

 電気学科 

 応用化学科 

 機械学科 

 土木工学科 

 建築学科 

   計 

入学定員 

270 名 

135 名 

250 名 

120 名 

220 名 

995 名 

収容定員 

1080 名 

540 名 

1000 名 

480 名 

880 名 

3980 名 

経営学部 

 経営学科 

   計 

入学定員 

130 名 

130 名 

収容定員 

520 名 

520 名 

情報科学部 

 情報科学科 

   計 

入学定員 

190 名 

190 名 

収容定員 

760 名 

760 名 

 附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行し、令和４

年度入学者から適用する。

学則-35
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学則変更の趣旨等を記載した書類

ア 学則変更（収容定員変更）の内容

2022（令和 4）年度から、以下の表 1 のとおり、収容定員の変更を行う。なお、大学全

体の収容定員変更は行わず 1,315 名とする。

・ 工学部応用化学科の入学定員を 135 人から 130 人（5 人減）とする。

・ 工学部土木工学科の入学定員を 120 人から 115 人（5 人減）とする。

・ 情報科学部情報科学科の入学定員を 190 人から 200 人（10 人増）とする。

          表 1 変更を伴う入学定員及び収容定員       （人）

学科
変更後

（2022 年 4 月 1 日～）

変更前

（～2022 年 3 月 31 日）

応用化学科 130(5 人減) 520 135 540 
土木工学科 115(5 人減) 460 120 480 
情報科学科 200(10 人増) 720 190 680 

イ 学則変更（収容定員変更）の必要性

  本学は、大正元年に「社会に出てすぐに役立つ実践的な技術者の育成」を目指して設立

した、｢名古屋電気学講習所｣を母体として、昭和 34年に工科系単科大学として開学した。

以来、日本経済の原点である｢ものづくり｣を教育指標の一つとし、｢自由・愛・正義｣の

建学の精神と「創造と人間性」の教育のモットーにより、豊かな人間性を備えたエンジニ

アの育成に全力を傾けてきた。

開学以降、学科の増設を行い、昭和 63 年には工学部 9 学科を有する全国でも有数の工

科系単科大学に発展し、現代的課題に対応できる人材養成の責務を果たしてきた。また、

18 歳人口の増加と大学進学希望者の増加に応えるべく、平成 10 年 4 月には昼夜開講制

を導入、1,560 人の入学定員とし、社会人の受入れなども積極的に行ってきた。

平成 12 年 4 月、産業構造の複雑化、多様化に対応できる人材を育成すべく工学部経営

工学科を改組し経営情報科学部を設置し経営情報学科及びマーケティング情報学科の 2
学科を置いた。また、技術革新、IT 産業の急激な発展などに伴い、広範な知識と、より

高い専門的な技術を有し、確かな基礎的学力に基づいた豊かな応用力を持つ人材を育成

するため、平成 16 年 4 月学部・学科の再編成を行い、工学部に電気学科、応用化学科、

機械学科、都市環境学科の 4 学科、経営情報科学部に情報科学科、マーケティング情報学

科（現在、経営学科に名称変更）の 2 学科とした。その後、21 世紀社会における急激に

変動する金融状況、複雑化する企業構造、急速に進展する高度先端科学技術の基礎である

エレクトロニクスとその関連分野、そして、多様化する社会情勢になどに対応するため、
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平成 21 年 4 月、｢経営情報科学｣の幅広い分野から分離し、｢経営学｣及び｢情報科学｣を専

門とする｢経営学部｣及び｢情報科学部｣を設置し、現在の 3 学部 7 学科体制となった。

平成 23 年 3 月の東日本大震災、静岡県東部地震等の自然災害が多く発生し、社会的に

災害に強い安全かつ安心できる社会環境への期待が高まりをみせた。本学は、何時発生す

るか想定できない南海トラフ地震の発生が危惧されている愛知県に位置していることか

ら、この必要性は高いと判断し、材料、インフラ設備、住居設備等の技術を有する工学系

の人材養成を行うことで、災害に強い安全・安心できる社会環境への貢献ができると考え

た。また、志願者数の増加、本学の大学運営に係る将来計画の観点等から、平成 27 年 4
月に大学全体の収容定員の変更は伴わない形で経営学部経営学科及び情報科学部情報科

学科の定員を減少し、工学部（応用化学科、土木工学科、建築学科）の定員を増員した。

平成 29 年 4 月、安全な社会環境への期待から人材需要の高くなった工学部に対する社

会貢献の観点や、志願者数の増加、本学の大学運営に係る将来計画の観点等から、工学部

応用化学科、土木工学科、建築学科の定員を増加し、現在の 1,315 人の入学定員とした。

近年の社会背景として、「Society5.0」、「第 4 次産業革命」といったデジタル革命や超

スマート社会、産業のオートメーション化が叫ばれるなかで、我が国のデジタル化の遅れ

は顕著であり、令和 2 年 7 月に閣議決定された「統合イノベーション戦略 2020」（資料

1）にあるとおり、主要 63 か国中 23 位と大きく出遅れていることから、デジタル化を加

速するための人材育成は急務である。各産業でニーズのある ICT の基礎知識を持った人

材だけでなく、令和 3 年 3 月に閣議決定された「第６期科学技術・イノベーション基本

計画」（資料 2）において、Society5.0 が目指す社会について、ICT の浸透が人々の生活

をあらゆる面でより良い方向に変化させる DX の推進は、個々のニーズに適ったソリュ

ーションを提供する可能性を広げる、とあり、ソリューションを開発、提供する専門的人

材は重要である。表 2 に示すように本学の情報科学科に対する志願者は堅調であり、今

後の社会情勢を思慮した受験生のニーズも高い。

           表 2 情報科学科の入試状況          （人）

学科名 年度 募集人員 志願者数 受験者数 入学者数

情報科学科

平成 29 190 1,680 1,660 241 

平成 30 190 2,481 2,456 198 

令和元 190 2,528 2,503 210 

令和 2 190 2,323 2,293 215 

令和 3 190 2,480 2,454 215 

事実として、令和 2 年のコロナ禍においては、感染拡大防止のためのテレワークやそ

れに伴う企業の DX 化が余儀なくされ、社会の急激な変化が生じた。同時にこの社会的変
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化は、今後の高度な情報社会に対する礎となり、今後はより高度な技術を展開するシステ

ムの開発が進むことが予想される。このような状況に応えることの人材育成を行うこと

で、社会の要望に応えることが本学の責務を果たすことである。以上のことを踏まえ、本

学情報科学部情報科学科の入学定員を 190 人から 10 名増員し、200 名とすることとし

た。なお、この度、定員を増加する情報科学科はもちろん、減ずる工学部応用化学科及び

土木工学科においても十分に定員を充足している。

ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容

(ｱ) 教育課程の変更について

   本学情報科学部情報科学科は、以下の教育課程編成・実施の方針に基づき基礎学力と

実践的な知識の育成を主眼とし、社会情勢及び情報技術変化に柔軟に対応する形で専

門的な知識を無理なく修得できる科目体系を整備している。このことから収容定員の

変更に伴う教育課程の変更は行わない。今後も同様に教育課程編成・実施の方針の見直

しを継続的に行い、社会に貢献する知識をもった人材の育成を行う。

  〇情報科学部情報科学科教育課程編成・実施の方針

   情報倫理を身につけ、広く産業および社会に貢献できる人材を養成するため、情報科

学技術の基礎を修得させ、その発展としてコンピュータシステムや情報コンテンツの

開発能力を養う教育課程を配する。

情報技術者を養成するために、様々なコンピュータシステムの開発能力の育成を目

的とした教育課程（コンピュータシステム専攻）と、メディア・クリエイターを養成す

るために、様々な情報コンテンツの開発能力の育成を目的とした教育課程（メディア情

報専攻）を配する。

１．教育課程は総合教育科目、共通教育科目、専門教育科目で構成する。

２．情報科学の基礎、プログラミング、コンピュータ、情報ネットワークを学び、その

発展として、組込みシステムや業務システムなどのコンピュータシステム、情報コン

テンツの開発能力を養成する。

３．理論と実践の両面を考慮した教育課程を配し、基礎的概念・知識・方法論と実践的

能力を養成する。

４．演習重視の教育課程を配し、TA などを活用するきめ細かな指導により、学生の意

欲を引き出すとともに実践的能力を養成する。

５．実社会や地域の産業との関係を視野に入れることのできる人間力を養成する。

６．理解度・習熟度、応用力、問題発見・設定・解決能力、システム・コンテンツ開発

能力などを試験や課題に対する成果などで評価する。
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(ｲ) 教育方法及び履修指導方法の変更について

   教育課程と同様に、教育方法及び履修指導の方法についても、収容定員の変更に伴う

教育方法及び履修指導の変更は行わない。しかしながら、教育方法は FD 委員会を中心

により良い教育方法の共有及び点検を全学的に継続して行う。なお、履修指導は現状の

指導法を継続する。本学情報科学部情報科学科では、1 年次からプログラミングと演習

に取り組み学びの基礎を築き、実習と演習を行いソフトウエアの開発技術を系統的に

修得して実践力を育成する。併せて数多くの演習科目で体験を重ねることで直感的に

理解できる力を育み、応用力につなげる。3 年次から研究室に配属し、高度な ICT 技

術の研究開発や映像制作に着手させ、研究・制作テーマに集中して向き合う機会を提供

し、発表する能力を育成している。中でも、例年、一部の学生は大きなイベントや国際

会議などで発表している実績がある。

(ｳ) 教員組織の変更について

   今回の収容定員の変更に伴い教員組織の変更は行わず、現組織において対応する。本

学情報科学部情報科学科の専任教員数は教授 14 人、准教授 6 人の 20 名を配置してい

る。これは大学設置基準で定義されている専任教員数 17 名を充足している。平成 26
年までの本学情報科学部情報科学科の入学定員は 210 人であり、当時の教員数も 20 名

であったことから、教育体制についての不安要素はないと考えている。本学の教員の定

年は原則 65 歳であるが、情報科学科 20 名の教員のうち 14 名の教員が 50 代以下の年

齢構成となっており、継続性の高い学科運営が可能となっている。今後も退職者の数に

合わせ、教員の新規採用を計画的に行う予定である。なお、情報科学部情報科学科は、

実務家教員を比較的多く配置しており、より実践的な指導体制を構築している。また、

実習及び演習授業においてはティーチングアシスタント、スチューデントアシスタン

トを積極的に活用し、教員の負荷が過剰にならない環境を整え、きめ細やかな指導を行

っている。

(ｴ) 大学全体の施設・設備の変更について

   本学情報科学部情報科学科は、平成 26 年まで入学定員 210 人であった。現在も 210
人の入学定員であった当時の講義室及び実習室を継続して使用しており、継続的に施

設・設備を維持更新し充実化を図ってきたことから、200 人の入学定員となっても、問

題なく受け入れることが可能である。なお、現在は必要に応じてクラス分けを行い、収

容定員に余裕を持った運用をしている。

その中で、情報科学科が専有する講義室は、200 名以上の収容定員を持つ講義室が 2
室、150 名以上の講義室が 2 室、90 名規模の講義室が 1 室であり、加えて実習に使用

するデッサン室、スタジオ、80 名収容可能な WindowsPC のみを設置するメディアラ

ボ、Macpro のみを設置するメディアラボとして、それぞれ 1 室ずつ保有している。メ
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ディアラボは設備を 2 年前に刷新し、CG 及びメディア実習において高度な情報技術を

学ぶのに適した環境を向上させた。

   以上のことから、この度の収容定員の変更においても、十分な従前以上の教育環境及

び設備環境は担保されている。
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資料 2 

第６期科学技術・イノベーション基本計画（要旨）（抜粋）

２．Society5.0の実現とそのために必要なもの

（１）Society5.0が目指す社会

Society5.0は「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステムにより、経済
発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会」と定義されており、第 6 期基本計画
では、これを国内外の情勢変化を踏まえて具体化させていく必要がある。

このうち「経済発展」については、引き続き目指すべき目的の一つであることに変わりは

ないが、国境のないサイバー空間における経済活動が急激に拡大する中で GDPという指標
の持つ意味合いが異なってきており、また、人々の価値観も富の追求より多様な幸せ、さら

に国や世界への貢献を重視する 2 など社会の風潮が変わりつつある情勢の変化も考慮しな
ければならない。経済発展の大前提となる国民の安全・安心の確保や持続可能で強靭な社会

づくり、さらには一人ひとりの多様な幸せを追求できる世の中にしていくことが、結果とし

て「経済発展」につながるものと言える。

特に、気候変動を一因とする甚大な気象災害やパンデミックの発生などの差し迫った脅

威の克服は、我が国にとって喫緊の課題であり、また、ICTの浸透が人々の生活をあらゆる
面でより良い方向に変化させる DX の推進は、個々のニーズに適ったソリューションを提
供する可能性を広げている。そして、これらの実現は、企業のビジネスモデルの変化、さら

には産業構造の改革につながり、ひいては我が国の国際競争力に資するだろう。

Society5.0というコンセプトによって我が国が目指すべき社会とは、「直面する脅威に対
し、持続可能性と強靭性を備え、国民の安全と安心を確保するとともに、一人ひとりが多様

な幸せ（well-being）を実現できる社会」と纏められるだろう。そして、これらの実現こそ
が第 6 期基本計画を策定する目的であるばかりか、2015 年の国連サミットで採択された
SDGsとも軌を一にするものである。
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学生の確保の見通し等を記載した書類

（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況

① 学生の確保の見通し

ア 定員充足の見込み

ａ）定員設定の考え方

近年、全国私立大学の情報科学部の志願者数は、表 1 に示すように年々増加傾向にあ
る。本学情報科学部情報科学科においても、過去 5年間の志願者数は、表 2が示すよう
に、平成 28年の 1,680人から平成 29年度の 2,481人へと 5割近く増加し、その後も高
い水準で維持されており、受験生の入学希望の高さが見て取れる。

   表 1 全国私立大学の情報科学部の推移       （人）
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

志願者数 19,271 19,740 22,836 26,130 27,781 
H28年度比 100% 102% 118% 136% 144% 

※ 日本私立学校振興・共済事業団 私学経営情報センター 私学情報室 調べ

    表 2 愛知工業大学情報科学部情報科学科の入試状況  （人）
募集人員 志願 受験 合格 入学 超過率（倍）

H29年度 190 1,680 1,660 512 241 1.26 
H30年度 190 1,481 2,456 484 198 1.04 

四
年
平
均

1.1 
R1年度 190 1,528 2,503 524 210 1.10 
R2年度 190 1,323 2,293 533 215 1.13 
R3年度 190 2,480 2,454 539 215 1.13 

また、工学部応用化学科、土木工学科においては令和 2 年度までは右肩上がりであっ
たが、令和 3 年度は一転して減少している状況である。今回入学定員を減少させる学科
についても十分な志願者を集めている状況ではあるが、今後のニーズを考え、入学定員

を変更することとした。

ｂ）定員充足の根拠

  本学が置かれている東海地区、特に所在地の愛知県の現状から見ても、定員変更する

学科の定員充足の可能性は高いと本学では判断している。

  全国的に 18歳人口は減少しているが、学校基本調査によれば、愛知県の高等学校の卒
業者数は 63,287人で前年度と比較して減少はしているものの、全国的に見ても減少率は
大きくない。

  また、愛知県の大学等進学率は 59.0％（全国第 8位）で、前年に比べ 0.9ポイント上
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昇し、今後も愛知県の大学が提供する教育に対するニーズが継続することを示している。

  リクルート進学総研の 18歳人口予測大学・短期大学・専門学校進学率地元残留率の動
向（資料 1）によると、大学入学者地元残留率で愛知県は 71.1％と全国 1位であり、地
元残留率が高い地域として挙げられている。また、エリア別の地元残留率の推移（資料

2）でも東海地区は 49.4％で全国 2位である。
  これらのことから、愛知県における学生募集環境は良好であり、定員充足の可能性が

高いと考えられる。

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要

ａ）資料 1：地元残留率（都道府県別）
  資料 1 はリクルート進学総研による全国の大学入学者地元残留率を示したデータであ
り、全国の地元残留率と比較して愛知県の地元残留率は高く、収容定員変更後も十分な

入学者の確保が見込めると考える。

ｂ）資料 2：地元残留率の推移（エリア別）
  資料 2 はリクルート進学総研による全国の大学入学者地元残留率をエリア別及び 10
年間の推移を示したデータであり、全体が 43.2％から 44.1％と 0.9ポイント上昇してい
るのに比べ、東海地区は 48.0％から 49.4％と 1.4ポイントと他のエリアに比べて大きな
増加を見せていることから、収容定員変更後も十分な入学者の確保が見込めると考える。

② 学生確保に向けた具体的な取組状況

ａ）学生確保に向けた組織的な取組

学生募集については、学内に設置している入試企画委員会と入試広報専門委員会にお

いて、外部環境、内部環境を分析した上で年度戦略を策定し、全学的な募集活動を推進

している。また、広報冊子、受験雑誌、公式Webページ、公式 Facebook、公式 LINE、
交通広告、ダイレクトメール等の広報媒体を利用した通常の広報活動だけでなく、受験

生や保護者との直接の接触を重視していることから、入試センター職員はもとより、学

部等の専任教員による高校訪問、オープンキャンパス、模擬講義、見学会等において、

教職協働の全学体制で募集活動を行っている。特に「オープンキャンパス（表 3）」「キャ
ンパス見学会」「進学相談会」において、例年多くの参加者がおり、本学へ入学を希望す

る学生は堅調に推移している。

   表 3 愛知工業大学オープンキャンパス来場者数の推移   （人）
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

来場者数 4,270 5,987 4,982 5,255 2,398 
H28年度比 100% 140% 117% 123% 56% 

※令和 2年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、来場者数を制限して実施
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ｂ）具体的な取組

○ 広報活動専門職員の雇用

入試センターにおいては、高等学校校長や県教育委員会職員の経験者を、広報活動

の専門職員として雇用している。この専門職員数は、平成 26 年度から 5 名に増員
して、高校からの要望等に迅速に対応できる環境を整えている。

○ オープンキャンパス 

例年、高校生の夏休みの入る 7 月下旬に 2 日間、推薦入試前であり本学の大学祭
と同日の 10月中旬に 1日、計 3日間実施している。
令和 2 年度はコロナ禍において大幅に来場者数が減少したものの、過去 5 年間は

年間を通して 4,000人以上の来場者があり、本学の志願者推移と連動傾向にある。
このことからも、オープンキャンパスによる募集活動が成功していると考える。

○ 高校内ガイダンス

高校に出向いて、高校生への本学の説明、進路指導等を行っており、高校生とのコ

ミュニケーションを直接とることに重点を置いている。訪問時には、本学の PRの他
に、本学に入学してからの履修状況、就職状況の説明等、受験生にとってより良い進

路選択となるよう努めている。

なお、高校からの要望によって実施される高校内ガイダンス、相談会、説明会へ参

加しており、より積極的な広報活動を行っている。

 ○ 高等学校教諭に対する広報活動

高等学校教諭を対象とした入試説明会を本学の他、愛知県名古屋市、豊橋市、岐阜

県岐阜市、三重県津市、四日市市、静岡県浜松市、長野県松本市、富山県富山市、福

井県福井市、岡山県岡山市の全国の要所で実施している。福井県福井市を除くすべて

の会場が前期日程入試の実施地となっており、入試と非常に高い関連性を持った広報

活動を行っている。この他、高校訪問を積極的に行い、学習状況、就職状況の報告や、

高校からの要望を収集するなど、密に連絡をとり、高校教諭が本学の教育・研究状況

を深く理解できる機会を多く設けている。

○ キャンパス見学会

事前に本学を訪問する連絡があった学生には、本学の概要説明、施設見学、本学学

生によるキャンパスライフの体験談、模擬授業の体験等を行うキャンパス見学会を随

時実施している。

（２） 人材需要の動向等社会の要請

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）

本学では、「社会に出てすぐに役立つ実践的な技術者の育成」を目指し、「愛知工業大学人

材養成及び教育研究上の目的に関する規程」を定めている。情報科学部情報科学科では「実

践的な情報技術を習得し社会の発展に寄与できる人材を育成するため、情報科学全般に関
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わる基礎となる豊かな学識を養うものとする。」とし、情報システム及びデジタル・コンテ

ンツ作成に関する知識・技術・技能を有し、コンピュータシステム、メディア情報に適する

広範囲の学術的教養を備えた情報技術者の育成を目指している。

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠

ａ）情報科学部情報科学科の就職実績

本学のキャリア支援はキャリアセンターの職員と各学科・専攻の就職担当教員、そして各

研究室の指導教員が連携し、就職を希望する学生全員が「質の高い就職」を実現できるよう、

きめ細やかなサポートを行っている。また、キャリアセンターでは多彩な就職支援プログラ

ムを開講するとともに、キャリアコンサルタント（国家資格）を所有する職員が多数在籍し、

成果を上げている。

中でも、情報科学部情報科学科の過去 5 年間の就職状況は、表 4 が示すように高い水準
を維持している。令和 2 年度卒業者では若干の減少があるものの、文部科学省が発表した
令和 2年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査（資料 3）において、大学就職内定率は、
全体で前年比 2.8 ポイント減少の 89.5％となっている。その中において、本学情報科学部
情報科学科の就職率は 91.8％はと全体水準を上回っている。

表 4 情報科学部情報科学科の就職率
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

95.4% 97.4% 98.4% 97.4% 91.8% 
就職率＝就職者÷（卒業者－進学者）

ｂ）IT人材需要
現在、AIや IoT、ブロックチェーンなどの革新的なデジタル技術が進展し、それらがデ
ータを核に駆動することで、社会のあり方が大きく変わろうとしている。このデジタルト

ランスフォーメーション（DX）の波は止まることなく、人類社会が次のステージへ向かう
きっかけとなると考えられ、政府の科学技術基本計画では、Society 5.0を「サイバー空間
（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発

展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（超スマート社会）」と位置付けられ、

本学の育成する情報技術者の需要が見込まれる。（資料 4）
経済産業省が発表した IT人材需給に関する調査（資料 5）が示すように、IT人材の不足
は年々増加すると試算されており、確かな知識をもった IT人材の供給は急務である。
また、2021年 4月 27日発刊中日新聞朝刊（資料 6）では、愛知県に本社を置くトヨタ
自動車が 2022年の新卒採用で、ITスキルを持つソフトウエア人材の採用割合を約 2倍に
増加させる等、DXだけでなく、ソフトウエア、AIといった ICTを利活用できる技術者の
人材育成は急務であり、需要は拡大すると考えられる。
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科学技術・イノベーション基本計画

（抜粋）

令和３年３月２６日

閣議決定



資料4-2 
第１章 基本的な考え 

３．Society 5.0という未来社会の実現
（１）我が国が 指す社会（Society 5.0）

Society 5.0は、第 5 期基本計画等において「サイバー空間とフィジカル空間を高度
に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社

会」として提唱※されたものであり、第 6 期基本計画では、これを国内外の情勢変化
を踏まえて具体化させていく必要がある。 

このうち「経済発展」については、引き続き目指すべき目的の一つであることに変

わりはないが、国境のないサイバー空間における経済活動が急激に拡大する中でＧＤ

Ｐという指標の持つ意味合いが異なってきており、また、人々の価値観も富の追求に

限定しない多様な幸せ、更に国や世界への貢献を重視するなど変わりつつある。この

ような情勢変化を踏まえると、経済発展の大前提となる国民の安全・安心の確保や持

続可能で強靱な社会づくり、更には一人ひとりの多様な幸せを追求できる世の中にし

ていくことが、結果として「経済発展」につながるものと言える。 

特に気候変動を一因とする甚大な気象災害やパンデミックの発生などの差し迫った

脅威の克服や、今後とも発生するであろう非連続な変化に対する洞察とその準備は、

我が国にとって喫緊の課題であり、また、ＩＣＴの浸透により、新たな価値として

人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるＤＸの推進は、個々のニーズに

かなったソリューションを提供する可能性を広げている。そして、これらの実現は、

企業のビジネスモデルの変化、更には産業構造の改革につながり、ひいては我が国の

国際競争力に資する。 

このような背景を踏まえて、我が国が目指す社会を表現すると、「直面する脅威や先

の見えない不確実な状況に対し、持続可能性と強靱性を備え、国民の安全と安心を確

保するとともに、一人ひとりが多様な幸せ（wellbeing）を実現できる社会」とまとめ
られ、このような未来社会を実現することこそが第 6期基本計画を策定する目的であ
る。これは、ＳＤＧｓとも軌を一にするものである。 

※第 5期基本計画では、「ＩＣＴを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間と

を融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす超スマート社会」と記載されて

いる。



資料4-3 
（２）Society 5.0 の実現に必要なもの
③ 新たな社会を える 材の育成

Society5.0時代には、自ら課題を発 し解決 法を模索する、探究的な活動を通じ

て身につく能力・資質が重要となる。世界に新たな価値を生み出す 材の輩出と、そ

れを実現する教育・ 材育成システムの実現が求められる。 

急速に社会構造が変化する中、既存の枠組みや従来の延長では対応できない課題に

取り組む能力が求められており、初等中等教育の段階から、好奇心に基づいた学びを

実現し、課題に立ち向かう探究力を強化する必要がある。 

また、人生 100年時代が到来しており、かつてない長さの人生において、人それぞ
れが興味・関心に応じた多様な幸せの形を追求するためには、社会人になっても多様

な学び直しの機会があり、新しい時代に応じたライフスタイルを追求できる環境が必

要である。 

あわせて、社会としても「知」の循環を促進し、新たな価値の創造につなげ、人生

のどの段階においても、個人の能力が最大限発揮されることや、複線型のキャリアパ

スが構築できること、新たなチャレンジができることが可能な環境を構築することが

求められる。 

加えて、あらゆる情報がオンラインで届けられ、コミュニケーションもＳＮＳなど

非対面かつ匿名で行われるようになると、触れる情報に偏りが生じ、従来のような対

面を前提とする人と人のつながりが変化していく可能性がある。このような社会の変

化に適切に対応する情報リテラシーが求められる。 

また、直接本物に触れる経験が減少していく中、Ａを含むＳＴＥＡＭ教育※等を通

して、直接本物に触れる経験を積み重ね、感性や感覚を磨いていくことが一層重要に

なる。 

※Science、Technology、Engineering、Art(s)、Mathematics 等の各教科での学習を実

社会での問題発見・解決に生かしていくための教科等横断的な教育。また、Ａの範囲を

デザインや感性などと狭く捉えるものや、芸術、文化、生活、経済、法律、政治、倫理

等を含めた広い範囲で定義するものもある。



資料5

引用：経済産業省 ＩＴ人材需給に関する調査（概要）
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工学博士
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愛知工業大学学長
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